【説明資料】
※　指定管理料は提案額を基に、横浜市の予算の範囲内で協定にて定めます。
※　積算を行うにあたって使用した計算式や積算根拠など、別に提出できる資料がある場合は、あわせて提出してください。
※　記載欄のスペースが不足し、記載困難な場合は別紙（様式指定なし）を添付してください。
※　提示する条件や内容については、現時点で想定されているものであり、指定期間開始までの間に条件等が変更することがあります。
●提案書の記載方法について
　　提案書の記載にあたっては、診療所医療収入及び公衆浴場収入などを考慮して、診療事業、一般公衆浴場事業、健康コーディネート事業等の事業に要する経費を記載してください。
１　人件費
(1) 　センター長（常勤１名）
　　　　センター全体を統括する運営責任者です。
(2)   副センター長（常勤１名）
　センター長を補佐し、各施設の連携・調整を行う責任者です。

(3) 　地域･交流活動事業運営管理者（常勤１名）
　主に１階の管理を所管し、地域交流や自主活動事業の企画運営を行う責任者です。

(4) 　医療･健康管理事業運営管理者（常勤１名）
　主に２階の管理を所管し、医療、介護予防、衛生管理などの連携を図る責任者です。
(5) 　健康コーディネーター室運営事業
ア　保健師、看護師その他これに準じる者（常勤1名）
イ　社会福祉士その他これに準じる者（常勤１名）

※　職員の雇用にあたっては、労働基準法その他の労働関係法規を遵守することとします。
※　職員の配置については、センターの効率的で効果的な利用を基準に積算します。
※　センター長及び各常勤職種について、やむを得ず不在が生じた場合は、不在期間に応じて指定管理料の返還を求めます。
　２　事業費
　　　事業費については、センターで行う地域交流や自主活動事業及び相談事業などを実施するため
に必要な経費とします。この事業費は、利用者からの自己負担を求めることができるものとします。
ただし、自己負担として求められるものは、材料費・講師謝金・ボランティア保険等で、一人あたりにかかった費用の考え方が明確になるもののみとし、光熱水費等その事業にかかった一人あたりの費用を明確に把握しにくいものについては含めないこととします。
　３　事務費
　　　事務費については、地域交流や自主活動事業を実施するために必要な経費とします。
　　　なお、事務費として想定される内訳は以下のとおりとします。
　　　　備品購入費、旅費交通費、研修費、通信運搬費（切手代、電話代等）、リース代、
印刷製本費、各種消耗品、施設賠償保険加入費等、委託費
　４　管理費
(1) 　光熱水費

　光熱水費については、専有部分の電気、ガス、水道等の使用料金とします。施設規模及び
　利用者の人数等を考慮して見込んだ1年間の全体の使用料金について、記載してください。
※　センターに併設する共同事務スペースは、個メーターで電気料を計測し、その経費を指定管理者が集金し、電力会社に支払います。

    (2)   施設維持管理費
　　　　　専有部分の施設維持管理費（各種保守点検費）については、性能や機能を維持すること等を目的とし、施設の利用者が安全で快適に施設を利用することができるように業務を実施するための経費とします。
　　　　　※　施設管理等に関する専門分野について、委託によらず施設職員が担当する場合には、各種法令に基づき担当業務に必要な有資格者を配置してください。
　５　管理費の参考経費
　　　管理費積算の目安とし、旧施設の実績に基づき、市が算出した参考経費を提示します。
　　　なお、管理費の負担額（実績）が参考経費の合計額を超えたことにより、管理運営に支障が来
す場合には、指定管理者と別途協議のうえで、予算の範囲内で対応する予定です。
参考施設　：寿町総合労働福祉会館（福祉施設のみ）　2,491㎡
　　　　　　　　〔主な施設：診療所、一般公衆浴場、娯楽室、図書室、会議室〕
光熱水費　：約1,400万円
維持管理費：約3,000万円
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